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１．背景

２．論点
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 2021年度から第６期科学技術・イノベーション基本計画（５カ年計画）がスタート。
 また、「科学技術立国の実現」が政府の成長戦略の第１の柱として位置づけられた。

研究開発の更なる推進やイノベーションの創出が今まで以上に重要な政策テーマとなっ
ている。
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現状認識とイノベーションの必要性

新しい資本主義を実現していく車の両輪は、成長戦略と分配戦略です。
成長戦略の第一の柱は、科学技術立国の実現です。

第２章 Society 5.0 の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
１．国⺠の安全と安⼼を確保する持続可能で強靱な社会への変⾰

（４）価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシステムの形成
(c) 具体的な取組

② 企業のイノベーション活動の促進
○欧⽶企業での社外⼈材が活躍するダイバーシティの状況や、世界各国・企業の取組、

2020 年度に実施した過去の研究開発事業の分析結果等を踏まえ、研究開発事業に
ついて、リニア型ではなく、新たに⽣じた社会課題等に応じて柔軟に研究開発を進める新
たな政策⼿法の構築を図る。

第205回国会における岸田内閣総理大臣所信表明演説（2021年10月8日）【抜粋】

第６期科学技術・イノベーション基本計画（2021年3月26日閣議決定）【抜粋】





2050年 5つの潮流
①世界人口のピークアウト ②SDGs、サーキュラーエコノミー ＋ ③デジタル経済、④地政学的・保護主義的リスク、⑤レジリエンス強化

世界の動向・ことの本質
知的資本主義経済に移行する米国・中国、価値軸の転換を図る欧州
日本は、グローバルな環境変化と技術の進展（主としてデジタル化）に対応できておらず、強い慣性力

← 根本的原因は、個人よりも組織を重視する日本の慣行か？
今般の新型コロナウィルス危機がもたらす不可逆の変化 ⇒ やらなければならないことが明らかに

対応の方向性
中長期的に目指す姿 知的資本主義経済への移行 × 持続可能な人類共有資源（コモンズ）の実現
対応の方向性 【スライド2】
レイヤー1 「個」の開放によるイノベーション力の強化 [基盤づくり]

①スタートアップエコシステム形成、②人材流動化・高度人材呼込み、③知的資本の国内供給システム（教育）の見直し
レイヤー2 技術シーズを競争力につなげる研究開発・ビジネス戦略の重視 [技術至上主義からの脱却]

①レイヤーマスターを目指すR&D、②ものづくり・部素材分野におけるグローバルニッチトップ強化、③不確実性へのリスク管理・ポートフォリオ
レイヤー3 知的資本主義経済を見据えたR&D投資の重点化 [リソース集中]

(A)デジタル、(B)バイオ、(C)マテリアル、(D)エネルギー・環境

すべての基盤となるポストムーア時代の次世代コンピューティング技術と
Intelligence of Thingsを支えるキーテクノロジー群のR&Dを強化 【スライド3】

産業技術ビジョン：2025、2050年に向けて産業技術の方向性を提起、議論を喚起
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 新型コロナウィルスの感染拡大を防止するとともに、中長期的な世界の変化を見通し、日本がどこでどのように活躍するか。
必要に応じ、ビジョンを改訂。

産業技術ビジョン2020（概要版）
（2020年５月29日）







１．背景

２．論点
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今後の論点

 これまでの議論を踏まえ、以下の２つの観点から検討を深める。

１ 研究開発事業の成果の最大化に向けた方策

２ 研究開発事業の評価のあり方






